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2005年6月14日から30日までハーグ商工会議所及ぴ平和宮において開催さ

れたハーグ国際私法会議第20国外交会期において，「管轄合意に関する条約

(convention on choice of court agreements）」が採択された。事務局作成の参加者

名簿によると 43か国・ 16団体の代表が参加した。

1992年のアメリカ提案に始まり， 1994年からのフィージピリティー・スタ

デイーのための特別委員会での検討を経て， 1996年に正式議題となった民商事

事件に関する国際裁判管轄及び外国判決承認執行に関する条約作成作業は，

2001年の外交会議での挫折を経て，対象範囲を管轄合意に絞り，ょうやく第2

回目の外交会議での採択に漕ぎ着けたわけである。この間，ブラッセル条約

（プラッセルI規則）・ルガノ条約に体現されているヨーロッパ大陸法の考え方を

基調とする裁判管轄の考え方と，アメリカの連邦憲法の適正手続（dueprocess) 

条項に基づく裁判管轄の考え方との違いを認識した上で，認め合える範囲での

み条約よる義務付けを行い，厳密な管轄ルールの統ーをしないというミックス

条約の枠組みが採用され，そのもとで議論が展開されたが，それでも乗り越え

られない壁があることが確認された。そこで，被告住所地管轄，合意管轄，物

理的な不法行為管轄など一般に認められる管轄原因をコアにして無理のない形

でそれをふくらませていくという案も検討された。しかし，結局，コンセンサ
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スで採択可能な条約とするためには管轄合意だけに限定した条約とするほかな

いと判断され，しかも，原則的な形としては単一の国や裁判所を指定する専属

管轄だけを対象とする条約が作成され，採択された。

もっとも，仲裁についてのニューヨーク条約（「外国仲裁判断の承認及び執行に

関する条約J）が約130ヵ国の締約国を擁し，国際取引紛争解決手段としての仲

裁の有用性を高めることに大いに貢献していることとの並びで，訴訟による国

際取引紛争の解決を円滑化するため，管轄合意の有効性を認め，それに反する

提訴を退け，それに基づく判決を承認執行することを定める本条約が重要なイ

ンフラストラクチャーとして機能していくに期待する声もあり，今後，日本を

含む各国が本条約の批准に向けて動き出すのか否か，注目されるところである。

本稿では，簡単に，本条約の基本構造を紹介し，その主要な問題点について

解説を行うこととする。末尾には本条約の正文の一つである英語とその日本語

への試訳を掲げる。

1 条約の基本構造

条約の骨格を構成しているのは，次の3つの規定である。第1は，管轄合意

により選択された裁判所に裁判を行うことを義務付ける 5条であり，第2は，

選択されなかった裁判所に提訴された場合に，その裁判所に，その訴訟手続の

停止又は訴えの却下を義務付ける 6条であり，第3は，すべての締約国は，管

轄合意により選択された他の締約国の裁判所の判決を承認－執行することを義

務付ける8条・ 9条である。

2 主要な点

(1) 適用対象となる管轄合意

この条約が基本的に対象としているのは，「lつの締約国の裁判所又は 1つ

の締約国の1つ若しくは複数の特定の裁判所を選択し，他のいかなる裁判所の

裁判管轄権も排除する」専属管轄合意だけであるが（3条例），非専属的管轄合

意の場合であっても，選択された裁判所が下した判決を自国の裁判所は承認・

執行する旨の宣言をすることができ，この宣言をした締約国の聞では，訴訟競
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合状態にないこと等を条件に，承認・執行は義務的になる旨の規定が置かれて

いる（22条）。なお，明文の規定はないが，議場において，一方の当事者が提訴

する場合についてだけの専属管轄合意のような非対称的な管轄合意は条約の対

象外であることが確認された。

(2) 適用対象事項

（司事案の国際性

完全に囲内的な事案について条約で義務を負うことを避けるため，適用対象

は「国際的な事案」における管轄合意に限定されており（ 1条1項），既述の5

条及び6条を中心とする規定，すなわち，国際裁判管轄ルールとしては，「当事

者が同ーの締約国に居住し，かつ，その当事者の関係及び紛争に関するその他

のすべての要素（ただし，選択された裁判所の所在地は問わない。）がその固にの

み関連している場合を除き，事案は国際的なものjとされるが (1条2項），裁

判時には圏内事案であっても，その外国での承認・執行には条約が適用される

ように， 8条・ 9条を中心とする規定の適用上は，常に国際事案であることと

している (1条3項）。前者についての基準時，すなわち，管轄合意の時点で国

際的である必要があるのか，提訴時なのかについて議論されたが，最終的には

この点は規定せず，解釈に委ねられることになった。

（ω 除外事項
除外すべき最も強い理由が存する事項は，専属管轄が定められている事項で

ある。 2条2項に定める事項のうち，不動産物権等（ I ），法人の有効性・機関

の決定等（m），著作権・著作隣接権を除く知的財産権の有効性等（n・o），公

簿への登記等の有効性（p）はこれに該当する。もっとも，不動産の賃貸借に

ついては，ヨーロッパ諸国間で妥当している欧州共同体規則や条約（プラッセ

ル・ルガノ・ルールズ）では所在地国の専属管轄としているものの，そうではな

いとする国も少なくないことから議論がされたが，最終的には除外事項とされ

た（ I ）。また，特許・商標等の侵害事件についても見解の対立があったが，ラ

イセンス契約における管轄合意の有用性を低下させないことに配慮しつつ，コ

ンセンサスを確保するため，除外されることになった。
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消費者契約及ぴ労働契約については，ヨーロッパ諸国間で妥当している欧州

共同体規則や条約では，事後的な合意であるか，消費者・労働者からの提訴に

ついてのみ消費者の常居所地や労務提供地等の弱者保護管轄に付加する管轄合

意であるか，のいずれかでなければ管轄合意を認めないこととしているのに対

して，アメリカ等にはその種の規則はない。そこで，これらの契約における管

轄合意を適用除外としている（2条l項）。

その他，ミックス条約として構想されていた段階から，それぞれ理由は異な

るが， 2条l項（a）から（k）までの事項の多くは除外事項とされていたも

のであり，若干の事項をさらに追加して除外し（ f . g・j・k），コンセンサ

スを確保している。

さらに，コンセンサスは得られなくても，締約国は宣言により一定の事項を

適用除外とすることが認められた（21条）。草案では，カナダの主張に基づき，

アスベストに関連事項について適用除外とする宣言をすることを認めていたが，

これを一般化したものである。もっとも，除外事項宣言をするためには，適用

除外とすることにその国が「強い利益を有している場合」であって，「宣言が必

要以上に広範に及ぶことなくJ，かつ，「除外されるその事項が明確かつ詳細に

定義されることを確保Jされていることという条件が付けられているほか，他

の締約国は相互主義的な対応をとることができるとされている。

(c) 除外事項が先決問題（preliminaryquestion）となる場合

2条2項の除外事項が訴訟において少しでも問題となるとこの条約が全く適

用されなくなるということであると，条約の適用を逸れるためだけの目的で，

特許関係の訴訟において特許の有効性を争う等の訴訟戦術が用いられる虞があ

る。そこで，除外事項が先決問題としてのみ生ずる場合には，その訴訟はこの

条約の適用範囲から除外されないこととされている（2条3項）。

なお， 2条2項又は21条による除外事項が先決問題として生じた場合，その

問題についての判断はこの条約によっては承認・執行されず（10条l項），また，

判決がそれらの除外事項に関する判断に基づいている場合には，その限りにお

いて，その判決の承認・執行を拒否することができることとされている (10条

2項）（さらに知的財産権については同条3項に特則が置かれている）。
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(3) 管轄合意の有効性

（司方式

この条約の適用を受けるためには，合意は「書面」又は「後の参照の用に供

しうる情報を残す他のすべての通信手段」によって締結されるか又は記録され

なければならない（3条例）。すなわち，この方式要件を満たす合意である限り

本条約が適用され，これに上乗せの要件を加えることは許されないとの意味で

最大限を画するものであり，他方，これよりも緩やかな方式でされた合意を国

内法に基づいて有効とすることを妨げるものではないが，その場合には条約の

対象外となる。

（ω 実質的有効性
合意の実質的成立要件は，合意された締約国の国際私法により指定される法

律による（5条1項， 6条例）。外国判決の承認・執行においても，閉じ法律に

より合意の有効性が判断されるが，この場合にはすでに裁判がされているので，

「選択された裁判所が専属的管轄合意を有効であると決定した場合Jにはそれを

そのまま受け容れるべきことが規定されている（9条件））。

(c) 行為能力

5条1項・ 6条（a）・ 9条例の「その合意が無効である場合jには，管轄合意

をした当事者が能力を欠いていたために無効となる場合が含まれる。この点，

日本は， 6条（b）・ 9条（b）では能力の点をそれぞれ受訴国・承認執行を求められ

ている国の国際私法に従って定まる法律によるべきことが規定されていること

との関係で，能力の問題は合意された締約国の国際私法により定まる法律に

よってもチェックされることを明確に規定することを求めた。議論の結果，そ

の通りであるが，その旨コンセンサスが存在するので明記するまでもないとの

意見が多数を占め，明記はされなかった。

(4) 選択された裁判所の義務の例外

管轄合意により選択された裁判所であっても，審理の遅滞を避けること等の

ために他の裁判所に移送することができ（5条3項b号），その移送先の裁判所

の下した判決も，その移送に適時に反対した当事者に対する効力を除き，この



［道垣内正人］ 2005年のハーグ「管轄合意に関する条約J189 

条約の承認執行対象となる（8条5項）。

また，特に宣言をした場合には，「選択された裁判所が所在するという点を除

き，自国と当事者又は紛争との聞に関連性がない場合には，専属的管轄合意が

適用される紛争についての裁判を拒否することができるJ(19条）。これはアメ

リカが強く主張したものである。

そのほかには，条約の対象となる事項についての専属的管轄合意により選択

された裁判所は，たとえば，英米において認められるフォーラム・ノン・コン

ヴイニエンスの法理に基づく裁量的な訴訟の停止や訴えの却下を含め，「その

紛争は他の国の裁判所で裁判されるべきであるとの理由によって裁判管轄権の

行使を控えてはならないjとされている（5条2項）。

（日選択されなかった裁判所の義務の例外

選択されなかった裁判所に提訴された場合に，他の裁判所を専属とする管轄

合意の存在にも関わらず裁判手続をすることが許されるのは，上記（3）記載の合

意が無効である場合のほか，「その合意の効力を認めることが明らかな不正義

をもたらすか，又は受訴裁判所所属国の公序に明らかに反する結果となる場

合」（6条（c）），「当事者が左右することができない例外的な理由により，その合

意が合理的には履行できない場合」（6条（d）），「選択された裁判所が当該事件を

審理しないと決定した場合J( 6条例）である。

なお， 6条（e）については，日本から，専属的合意管轄で選択された裁判所が

国内管轄規定に基づいて事件を移送した場合についても，他の締約国の裁判所

は事件を停止又は却下すべき旨提案した。しかし，一定の支持が得られたもの

の，有力な反対意見があり，結局，上記似）記載の扱いをすることと引き替えに，

6条（e）はそのような場合は含まず，他の裁判所は競合する訴訟を進める可能性

が残ることとなった。

(6) 外国判決の承認・執行義務の例外

専属的管轄合意で選択された締約国の裁判所の判決の承認・執行を拒否する

ことができるのは，上記（司記載の合意が無効である場合のほか，「訴訟手続を開
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始する文書…が，（i) 被告に対して十分な期聞を置き，かっ防御の準備をする

ことができる方法で通知されていない場合…，（ii) 承認又は執行を求められた

国にいる被告に対して，その国の文書の送達に関する基本原則に反する方法で

通知がされた場合J( 9条例），「判決が手続事項に関して詐取された場合」（9条

(d）），「承認又は執行が，それを求められた国の公序に明らかに反する場合（判

決に至る特定の訴訟手続がその国の手続的公正の基本原則に反する場合を含む。）」

(9条例），「判決が，承認又は執行を求められている固において同一当事者聞の

紛争について下された判決と抵触する場合」（9条（f))，「判決が，同ーの当事者

聞で同ーの訴訟原因に関して他の国で先に下された判決と抵触する場合…J(9

条伺）である。

このうち， 9条（c）の送達要件について，実際上の防御の機会が保障されてい

ればよく，（ii）の形式的な要件は不要であるとの国が少なくなかったが，日本に

は送達実施国法違反の送達では民事訴訟法118条2号の送達要件を欠くとの判

例（最判平成10年4月28日民集52巻3号8日頁）もあることからこれに反対し，

(ii）の要件が規定された。

懲罰的損害賠償判決及び填補賠償ではあるけれども高額すぎる判決の扱いも

焦点の一つであった。前者については対象外とすることで早々に決着していた

が，後者についてはアメリカが強い難色を示していた。しかし，最終的には，

当事者の「被った現実の損失又は害悪を填補するものではない損害賠償（見せ

しめとしての又は懲罰としての損害賠償を含む。）を与える場合には，その限りに

おいてJその判決の承認執行を拒否できることとなった（11条）。懲罰的損害賠

償を「含む。Jとしたことにより，懲罰的賠償以外の填補賠償や損害賠償額の予

定についても，填補としては過大な場合には承認執行が拒絶され得ることと

なった。現実の填補賠償か否かの審査は職権で行うべきものであるが，“sniff

test”（承認・執行を求められた裁判所が一見しておかしいと思うものについてのみ審

査するということ）により審査を要するとされたものについてのみ“actualloss 

or hぽm”か否かの審査を行うことでよいことが了解された。なお，たとえ 11

条により条約でカバーされない場合であっても，保険会社の責任に関する判決

は条約でカバーされることの確認規定が置かれた（適用除外事項が保険契約の対
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象である場合も同じ） (17条）。

なお，準備草案では，締約国の判決であれ非締約国の判決であれ，条約上保

護されるべき専属的管轄合意に反して下されたものの承認執行を締約国はして

はならない旨の規定があり，それを分かりやすく規定するとの起草委員会案が

用意されたが（“Wherethe parties釘ebound by an exclusive choice of court唱ree-

ment, the courts of a Contracting State shall not recognise or enforce a judgment from 

a non-Contracting State首位1ejudgment would have been given in contravention of仕1e

Convention if the State of o討酔1had been a Contrac也igState.’’ 

まで介入することに反対する国があり，最終的には削除された。

(7) 他の国際文書との関係及び地域経済統合組織の扱い

欧州共同体は，プラッセル・ルールとの関係及び地域経済統合組織としての

特殊な性格に基づく特別の規定を求め，他方，他の類似の文書との関係や組織

の扱いとの平灰を合わせるべしとの意見も有力にあり，長時間の議論が行われ，

26条， 29条， 30条等の規定となった。

おわりに

公式・非公式のすべての会議に参加した筆者にとって，最も興味深かったの

は，議論を通じて，日本の管轄ルールがもともとは大陸法を継受したものであ

り，請求権を問わない普通裁判籍と請求ごとの特別裁判籍との組み合わせとい

う枠組みで，訴訟要件としての明確性を重視するものであるはずところ，今日

では，少なくとも国際裁判管轄については，「当事者の公平，裁判の適正・迅速

を期するという理念により条理にしたがって決定するのが相当J（最判昭和56・

10・16民集35巻7号1224頁）とされ，民訴法に定める裁判籍のいずれかがわが

国内にあるときは原則として管轄を認めてよいが，前記の理念に反する「特段

の事情があると認められる場合」（最判平成9・11・11民集51巻10号4055頁）

には管轄を否定するという判断枠組みになっており，むしろ，対人管轄権とい

う発想のもと，「被告が，フェア・プレイと実質的正義に関する伝統的観念に反

しない程度の一定の最低限度の関連を法廷地に有するj(International Shoe Co・1
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Wぉ凶噌ton,326 U.S. 310 (1945））ことという条件が具備されれば，あらゆる請求

権について管轄を認めつつ，裁判官が本来有している広い裁量を行使して，管

轄があっても行使しないこととするフォーラム・ノン・コンヴィニエンスの法

理を組み合わせて調整をするというアメリカの仕組みに極めて類似しているこ

とが浮き彫りになったことである。

そして，管轄合意に焦点を当てた議論においても，多くの論点について詳細

な議論がなされた。その中には条文としては盛り込まれていない点もあるが，

それらも含めて，重要な論点についてはこれから作成予定の公式報告書（英国の

’I'revor Hartley教授と筆者の共同執筆）において説明されることになっている。
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CONVENT剛 ONCHO悶 OFCOURT I管轄合意に関する条約
AGREEMENTS 

The States Parties to the present Con-Iこの条約の締約国は，
vention, I 

Desiring to promote international trade I司法協力の拡大を通じて国際的な取引及
and investment through enhanced judi-Iぴ投資を促進することを希望し，
cial co-operation, 

Belie叫ngthat such co-operation can be Iそのような協力が，民事及び商事に関す
enhanced by uniform rules on jurisdiction Iる裁判管轄権並びに外国判決の承認及ぴ
釦 don recognition and enforcement of I執行についての統一的な規則によって促
foreign judgments in ci叫Ior commercial ｜進されることを確信し，

matters, 

Belie叫ng 白紙 such enl四＼Ced CO・ ｜そのように促進された司法協力には，商

operation req凶res in p副 ic叫紅 anI取引の当事者聞の専属的管轄合意の有効
international legal regime that provides I性を保証し，そのような合意に基づく訴
certainty and ensures the effectiveness ｜訟において下された判決の承認及び執行

of exclusive choice of co叫昭reementsIを規律する安定した国際的法枠組みが特
between parties to commercial transac・｜に求められていることを確信し，

tions and that governs the recogr批ion

and enforcement of judgments res叫t泊g

from proceedings based on such agree-

ments, 

Have resolved to conclude this Conven・｜この条約を締結することを決議し，以下

tion and have agreed upon the folio叫ngIの条項に合意した。
provtsions・

chapter I -scope and defin肱ions 第I章適用範囲及び定義

Article 1 Scope 第1条：遮用範囲

1. This Convention shall apply in I 1 この条約は，国際的な事案において，
international cases to exclusive choice of I民事又は商事に関して締結された専属的
court agreements concluded in civil or I管轄合意に適用される。
commercial matters. 
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2. For the purposes of Chapter II, a I 2 第E章においては，当事者が同ーの
case鼠 international叫 essthe parties I締約国に居住し，かつ，その当事者の関
are resident in the same Con回ctingI係及び紛争に関するその他のすべての要
State and the relationship of the p釘tiesI素（ただし，選択された裁判所の所在地
and all other elements relevant to the Iは関わない。）がその固にのみ関連してい
dispute, reg訂dlessof the location of the ｜る場合を除き，事案は国際的なものとす

chosen coぽt,are connected only with Iる。

that State. 

3. For the p町posesof Chapter m, a I 3 第E章においては，外国判決の承認
case is international where reco.郡itionI又は執行が求められる場合には，事案は
or enforcement of a fore靭 judgmentis I国際的なものとする。
so曙ht.

Article 2 Exclusions from scope 第2条：適用範囲からの除外

1. 官邸 Conven首onshall not apply to I I この条約は，次の専属的管轄合意に
exclusive choice of court agreements・

a) to which a natural person ac也唱

primarily for personal, t1釘凶lyor house-

hold purposes (a consumer) is a party; 

b) relat同 toco凶rac匂ofemployme-

nt, including collective agreements. 

2. 百lisConvention shall not apply to 

the following matters -

a） 吐1estat田 andlegal回pacityof 

natural persons; 

b) maintenance obligations; 

は適用されない。

a) 個人的，家族的若しくは家事的

な目的のために主として行為する自然人

（消費者）が一方当事者となっている合意

b) 労働協約を含む労働契約に関す

る合意

2 この条約は，次の事項には適用され

ない。

a) 自然人の地位及び能力

b) 扶養義務

c) othぽ f剛 ly law matters, I c ) 夫婦財産制及ぴ婚姻又はそれに
including m凶 10nialprope：町 regimesI類似する関係から生ずる他の権利又は義
組 dother rights or obligations arising I務を含むその他の家族法上の事項
out of m紅白酔or釦世釘rela低onships;

d) wills and succession; I d ) 遺言及び相続
e) insolvency, composition and analo・｜ e) 倒産，和議その他類似の事項

gous matters; 

f) 出ecarriage of pぉsengersand I f ) 旅客及び物品の運送
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goods; 

g) marine pollution, limitation of I g ) 海洋汚染，海事債権についての
liab出ty for maritime claims, general I責任制限，共同海損並びに緊急時の曳船
average, and emergency towage and l及ぴ海難救助
salvage; 

h) anti-trust (competition) matters; 

i) liab出tyfor nuclear damage; 

j) claims for personal injury brought 

h) 反トラスト（競争法）の事項

i ) 原子力損害に対する責任

j ) 自然人による又は自然人のため

by or on behalf of natural persons;. ｜にする人身傷害についての請求権

k) tort or delict claims for damage to J k ) 有体物に対する損害についての

同時ibleproperty that do not arise from ｜不法行為請求権であって，契約関係から

a contractual relationship; 生ずるものではないもの

1) 均h句加 rem in in町lovable I ) 不動産に関する物権及び不動産

pro pertぁ andtenancies of immovable ｜の貸借

property; 

m) the validity, nullity, or dissolution I m) 法人の有効性，無効又は解散及
。flegal persons, and the validity of Iぴ法人の機関の決定の有効性
decisions of their organs; 

n) the validity of intellectual proper-I n ) 著作権及び著作隣接権を除く知
ty 均hts other than cop戸ight and I的財産権の有効性
related rights; 

o) infringement of intellectual proper-I o ) 著作権及び著作隣接権を除く知
ty rights other than copyright and ｜的財産権の侵害（ただし，その権利に関

related rights, except where infringem-I係する当事者間の契約違反について侵害
ent proceedings釘ebro噌htfor breach ｜訴訟が提起され，又は提起され得た場合

of a contract between the pa此iesIは除く。）
relating to such rights, or could have 

been brought for breach of that contract; 

p) the validity of entries in public I p) 公簿への登記又は登録の有効性
registers. 

3. Notwithstanding paragraph 2, pro-I 3 前項の規定にかかわらず，同項に
ceedings are not excluded 仕omthe ｜よって除外された事項が訴訟の百的とし

scope of this Convention where a matter ｜てではなく，先決問題としてのみ生ずる

excluded under that paragraph arises I場合には，その訴訟はこの条約の適用範
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merelyぉ apreliminary question and not ｜固から除外されない。特に，前項の規定

as an object of出eproceedings. In Iにより除外された事項が訴訟の目的では
partic叫眠恥 merefact that a m蜘｜ない場合，その事項が抗弁として持ち出

excluded under par唱raph2釘isesby ｜されたという事実のみで，その訴訟が条

way of defence does not exclude procee-I約の対象外となるものではない。
dings仕om吐teConvention, if that matter 

is not an o凶ectof the proceedings. 

4. 旬lisConvention shall not apply to I 4 この条約は，仲裁及び仲裁に関する
ぽbitrationand related proceedings. ｜手続には適用されない。

5. Proceedings 釘e not excluded I 5 政府，その部局又は他の政府を代理
企omthe scope of出isConvention by the ｜して行為する者を含む国家が訴訟手続の

mere fact that a State, including a I一方当事者であるとの一事をもって，そ
government, a governmental agency or Iの訴訟手続がこの条約の適用から除外さ
any person ac出gfor a State, is a party Iれることはない。
thereto. 

6. No白血gin出isConvention shall I 6 この条約は，国家又は国際機関自身
affect pri叫egesand inlmunities of States ｜及ぴその財産に関する国家又は国際機関

or of international org紅白紙ions, in Iの特権及び免除に影響を与えるものでは
respect of themselves and of血位｜ない。

property. 

Article 3 Exclusive choice of court ｜第3条：：専属的管轄合意

agreements I 

For the purposes of this Convention - I この条約において，
a) “exclusive choice of court agree-I a ) 「専属的管轄合意」とは，複数の
ment”means釦唱reementconcluded ｜当事者が締結する合意であって，（c）の

by two or more parties that m田匂 theI要件を具備し，かつ，特定の法律関係に
requirements of p紅噌raphc) and des泡n-I関係して生じた又は生じるであろう紛争
ates, for the p凶pose of deciding Iを解決するために， lつの締約国の裁判
disputes which have arisen or may arise I所又は1つの締約国の1つ若しくは複数
in connection with a partic叫arlegal Iの特定の裁判所を選択し，他のいかなる
relationship, the courts of one Contrac-I裁判所の裁判管轄権も排除するものをい
位igState or one or more specific courts Iう。
of one Contracting State to出eexclusion 
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of the jurisdiction of any other courts; 

b) a choice of court agreement which I b) 1つの締約国の裁判所又は lつ
designates the courts of one Contracting Iの締約国のlつ若しくは複数の特定の裁
State or one or more specific courts of one I判所を選択する管轄合意は，当事者が明
Contracting State shall be deemed to be ｜示的に別段の定めをしない限り，専属的

exclusive unless the parties have ex-Iなものとみなす。
pressly provided otherwise; 

c) an exclusive choice of court agree-I c ) 専属的管轄合意は，以下のいず
ment must be concluded or documented -Iれかによって締結されるか，又は記録さ

れなければならない。

i) 泊 W討ting;or I i ) 書面，又は，
ii) by any other means of com-I ii ) 後の参照の用に供しうる情報
munication which renders information ｜を残す他のすべての通信手段

accessible so as to be usable for subse 

quent reference; 

d) an exclusive choice of court I d ) 契約の一部となっている専属的
agreement that forms part of a contract ｜管轄合意は，その契約の他の部分とは独

shall be treated as an agreement I立の合意として扱われなければならない。
independent of the other terms of the I専属的管轄合意の有効性は，その契約が
contract.百levalidity of the exclusive I有効ではないという理由のみによって否
choice of court agreement cannot be ｜定されるわけではない。

contested solely on the ground that the 

contract is not valid. 

Article 4 Other definitions 第4条：他の定義

1. In this Convention，“judgment”I i この条約において，「判決Jとは，名
means any decision on the m巴ritsgiven I称を問わず，裁判所によって言い渡され
by a court, whatever it may be called, Iるすべての本案に関する判決（決定，命
including a decree or order, and a I令を含む。）及び裁判所（裁判所職員を
dete町印刷onof costs or expenses by I含む。）による訴訟費用額の決定をいう。
the court (including an officer of the ｜ただし，訴訟費用額の決定は，この条約

court), provided that the determination Iにより承認又は執行される判決に関連す
relates to a decision on the merits which ｜るものである場合に限る。暫定的保全措

may be recogr首sedor enforced under ｜置は判決ではない。
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this Convention. An interim measure of 

protection is not a judgment. 

2. For the purposes of this Conven-I 2 この条約において，自然人以外の社
tion, an entity or person other than a I団又は財団等は以下のいずれかに該当す
natural person shall be considered to be 

resident in the State -

a) where it has its statutory seat; 

b) under whose law it was incorpo-

rated or formed; 

c) wher巴 ithas its central a伽血i・

stration; or 

る場合，その国に居住するものとする。

a) その国に本店が所在する場合

b) その国の法に基づき設立された

場合

c) その国に中央統轄地がある場合

d) where it has its prin吻alplac巴orI a) その国に業務の中心地がある場
business. I合

CHAPTER ll -JURISDICTION ｜第E章裁判管轄権

Artie地 5 Jurisdiction of the chosen ｜第5条：選択された裁判所の裁判管轄権

court I 

1. The court or courts of a Contrac-I 1 専属的管轄合意により選択された締
ting State d田辺natedin an exclusive ｜約国の裁判所は，その合意が適用される

choice of co凶 agreementshall have I紛争について裁判する裁判管轄権を有す
jurisdiction to decide a dispute to which 

the agreement applies, unless the agree-

ment is n叫Iand void under the law of 

that State. 

2. A court that has jurisdiction under 

る。ただし，その国の法律（抵触する内

外の法令の適用関係を定めるその国の法

令を含む。以下同じ。）によりその合意が

無効である場合はこの限りではない。

2 前項の規定により裁判管轄権を有す

paragraph 1 shall not decline to exercise ｜る裁判所は，その紛争は他の国の裁判所

j凶 sdiction on the ground that the ｜で裁判されるべきであるとの理由によっ

dispute sho叫dbe decided in a court of Iて裁判管轄権の行使を控えてはならない。
another State. 

3. The preceding par.昭raphsshall I 3 前2項の規定は，次の規則に影響を
not affect rules - ｜与えるものではない。

a) on jurisdiction related to subject I a ) 事物管轄権及び請求の価額に関
matter or to the value of the claim; ｜する管轄権の規則
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b) on the internal allocation of I b) 締約圏内の裁判所の聞での裁判
jurisdiction among the courts of a I管轄権の分配に関する規則。ただし，選
Contracting State. However, where the ｜択された裁判所が事件の移送について裁

chosen cou此 hぉ discretion as to I量権を有する場合には，当事者の選択に
whether to transfer a case, due consider-Iしかるべく配慮すべきものとする。
ation should be given to the choice of the 

parties. 

Article 6 Obligations of a court not ｜第6条：選択されなかった裁判所の義務

chosen 

A court of a Contracting Sぬ.teother than I 選択された裁判所の所属する締約国以
伽 tof the chosen court shall suspend or I外の締約国の裁判所は，次に定める場合
dismiss proceedings to which an exclusive ｜を除き，専属的管轄合意が適用される訴

choice of court agreeme凶 appliesunless -I訟手続を停止するか，又は訴えを却下し
なければならない。

a) the唱reementis null and void I a ) 選択された裁判所の所属国の法
under the law of the State of the chosen ｜律により，その合意が無効である場合

cou此；

b) a party lacked the capacity to 

conclude the agreement田tderthe law of 

b) 受訴裁判所の所属国の法律によ

り，当事者がその合意を締結する能力を

the State of the court seised; ｜欠いていた場合

c) gi吋ngeffect to the唱reementI c) その合意の効力を認めることが
would lead to a manifest injustice or J明らかな不正義をもたらすか，又は受訴

would be manifestly contrary to the I裁判所所属国の公序に明らかに反する結
public policy of the State of the cou此｜呆となる場合

seised; 

d) for exceptional reasons beyond I d ) 当事者が左右することができな
the control of the parties, the agreement Iい例外的な理由により，その合意が合理
cannot reasonably be performed; or ｜的には履行できない場合，又は，

e) the chosen court hぉ decidednot I e ) 選択された裁判所が当該事件を
to hear the case. ｜審理しないと決定した場合
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Article 7 Interim measures of 第7条：暫定的保全措置

protection 

Interim meおuresof protection are not I 暫定的保全措置はこの条約によって規
governed by this Convention. This Con-I律されない。この条約は，締約国の裁判
vention neither requires nor precludes ｜所が暫定的保全措置を認めること，拒否

the grant, re釦salor tern由mtionof Iすること又は終了させることを要求する
inte均nmeasures of protection by a Iものでも妨げるものでもなく，また，当
court of a Contracting State and does not I事者がそのような措置を求めるか否かに
affect whether or not a party may Iも裁判所がそのような措置を認めるか，
request or a court should gr叩 t,refuse or I拒否するか又は終了させるか否かにも影
terminate such measures. 

CHAPTER m-RECOGNITION AND 
ENFORCEMENT 

Article B Recognition and 

enforcement 

響を与えるものではない。

第E章承認及び執行

第8条：：承認及び執行

1. A judgment given by a court of a I 1 専属的管轄合意により選択された締
Contracting State designated in an I約国の裁判所が下した判決は，この章に
exclusive choice of court agreement shall ｜従って他の締約国において承認され，執

be recognised and enforced in other ｜行されるものとする。承認又は執行はこ

Contracting States in accordance with ｜の条約が定める理由に基づいてのみ拒否

this Chapter. Recognition or enforce-Jすることができる。

ment may be refused only on the 

grounds specified in this Convention. 

2. Without prejudice to such review I 2 本章の規定の適用のために必要な審
as is necessary for the applic抗ionof the I査を除き，もとの裁判所が下した判決の
provisions of this Chapter, there shall be ｜本案に関する再審理をしてはならない。

no review of the merits of the judgment I；承認又は執行を求められた裁判所は，判
given by the court of o屯in.The court I決が被告欠席のまま下された場合を除き，
addressed shall be bound by the findings ｜判決を下した裁判所がその裁判管轄権の

of fact on which the court of o均inbased ｜存在の根拠とした事実認定に拘束される。

its jurisdiction，山由ssthe judgment was 

given by default. 
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3. A judgment shall be recognised I 3 判決は，判決国において有効である
only if it has eff，巴ctin the State of origin, I；場合にのみ承認され，また，判決固にお
and shall be enforced only if it is Iいて執行できる場合にのみ執行される。
enforceable in the State of origin. 

4. Recogr此ionor enforcement may I 4 判決が判決国において上訴の対象と
be postponed or refused江thejudgment ！なっている場合又は通常の上訴を求める

is the subject of review in the State of I期限が経過していない場合には，承認又
origin or立 thet加e勘凶 forseeking ｜は執行を延期又は拒否することができる。

ordin町 reviewhas not e却 ired. A Iその拒否は，後にその判決の承認又は執
refusal does not prevent a subsequent ｜行を申し立てることを妨げるものではな

application for recognition or enforce-Iいo

ment of the judgment. 

5. This Article shall also apply to a I 5 本条は，第5条第3項により許され
judgment given by a court of a Iているところに従い，締約国の選択され
Contracting State pursuant to a transfer ｜た裁判所からの事件の移送により同ーの

of the case from the chosen cou此加thatI締約圏内の他の裁判所で下された判決に
Contrac位igState as permitted by Article Iついても同様に適用される。ただし，選
5, p訂・agraph3. However, where the ｜択された裁判所が事件の他の裁判所への

chosen court had discretion as to I移送について裁量権を有している場合に
whether to transfer the case to another ｜は，もとの国において移送に対して適時

court, recognition or enforcement of the Iに反対をした当事者に対しては，その判
judgment may be refused昭翻sta pa町｜決の承認又は執行を拒否することができ

who objected to the transfer in a timely Iる。

manner in the State of origin. 

Article 9 Re；免1salof recognition or 第9条：：承認又は執行の拒否

enforcement 

Recognition or enforcement may. be I 承認又は執行は次に定める場合には拒
refused江・ ｜否することができる。

a) the agreement was null and void I a ) 選択された裁判所が専属的管轄
under the law of the State of the chosen ｜合意を有効であると決定した場合を除き，

court，叫ess the chosen court has ｜選択された裁判所の所属国の法律により，

determined that the agreement is valid; ｜その合意が無効であった場合

b) a party lacked the回.pacityto I b ) 承認又は執行を求められた国の
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conclude the agreement under the law of I法律により，当事者がその合意を締結す
the requested State; ｜る能力を欠いていた場合

c) the document which凶 titutedI c) 訴訟手続を開始する文書又はこ
the proceedings or an equivalent docu-Iれに類する文書（請求の不可欠な要素を
ment, including the essential elements of I含まなければならない。）が，
the claim, 

i) was not notified to the I i ) 被告に対して十分な期間を置
defendant in sufficient也neand in Iき，かつ防御の準備をすることができる
such a way as to enable him to I方法で通知されていない場合（ただし，
arrange for his defence, ur山ssthe I判決を下した裁判所所属国の法律が通知
defendant entered an appe訂回目｜について争うことを認めていることを条

and presented his case without ｜件として，被告が判決を下した裁判所に

contest加gnotification in the court ｜出廷して通知について争うことなく本案

of origin, provided that the law of Iについて主張をしている場合は除く。），
th巴Stateof origin permitted notifi-I若しくは，
cation to be contested; or 

ii) was notified to the defendant ii) 承認又は執行を求められた国

in the requested State in a manner Iにいる被告に対して，その国の文書の送
that is incompatible with funda-I達に関する基本原則に反する方法で通知
mental prin均lesof the requested Iがされた場合

State conce口出lgservice of docu-

m巴nts;

d) the judgment was obt甜ledby I d) 判決が手続事項に関して詐取さ
fraud加 connectionwith a matter of Iれた場合

procedure; 

e) recogr首魁onor enforcement would I e ) 承認又は執行が，それを求めら
be manifestly incompatible with the Iれた国の公序に明らかに反する場合（判

public policy of the requested State, I決に至る特定の訴訟手続がその国の手続
including situations where the specific I的公正の基本原則に反する場合を含む。）
proceedings leadi時 tothe judgment 

were incompatible with fundamental 

principles of procedural fairness of that 

State; 

f) the judgment is inconsistent with I f ) 判決が，承認又は執行を求めら
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a judgment given in the requested State ｜れている固において同一当事者間の紛争

in a dispute between th巴samepa此ies;or Iについて下された判決と抵触する場合，
又は，

g) the judgment is inconsistent with / g ) 判決が，同ーの当事者間で問－

an earlier judgment given in another ｜の訴訟原因に関して他の国で先に下され

State b巴tweenthe same parties on the Iた判決と抵触する場合。ただし，その先
same cause of action, provided that the ｜に下された判決は承認又は執行を求めら

earlier judgment fulfils the conditions ｜れている国において承認されるために必

necess訂y for its recogrせtion in the I要な要件を具備していなければならない。l
requested State. 

Article 10 Preliminary quesi討ons 第10条：先決問題

1. Where a matter excluded under I 1 第2条第2項又は第21条により除

Article 2, paragraph 2, or under Article ｜外された事項が先決問題として生じた場

21, arose as a pre助ninaryquestion, the ｜合，その問題についての判断はこの条約

m並ig on that question shall not be Iによっては承認及び執行されない。
recogr廿sed or enforced under this 

Convention. 

2. Recognition or enforcement of a I 2 判決が第2条第2項により除外され
judgment may be refused江， andto the／た事項に関する判断に基づいている場合

extent that, the judgment was based on a Jには，その限りにおいて，その判決の承

ruling on a matter excluded under ｜認又は執行を拒否することができる。

Article 2, paragraph 2. 

3. However，加thecase of a ruling on / 3 もっとも，著作権及び著作隣接権を

the validity of an intellectual property J除く知的財産権の有効性についての判断

right other than copyright or a related ｜に関しては，前項により判決の承認又は

right, recognition or enforcement of a I執行を拒否又は延期することができるの
judgment may be refused or postponed ｜は，次のいずれかの場合のみとする。

under the preceding paragraph only 

where -

a) that ru耐igis inconsistent with a I a ) その判断が，その知的財産権を
judgment or a decision of a competent ｜生ぜしめた法の所属国においてその事項

authority on that matter given加 the｜について権限を有する機関の判決又は決

State under the law of which the I定と抵触する場合
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intellectual property right釘・ose;or 

b) proceedings concern加gthe valid-I b ) その国において，その知的財産
ityぱ theintellectual prope抗y均ht釘・eI権の有効性に関する手続が係属している
pen di噌 h伽 tState. ｜場合

4. Recognition or enforcement of a I 4 判決が，承認又は執行を求められて
judgment may be refused式加dtothelいる園が第21条に基づいてした宣言に

e泊ent血at，出eju屯mentwas based on a Iより除外されている事項に関する判断に
ruling on a matter excluded pursuant to I ；基づいている場合には，その限りにおい
a declaration made by the requested ｜て，その判決の承認又は執行を拒否する

State under Article 21. ｜ことができる。

Article 11 Damages 第11条：損害賠償

1. Recognition or enforcement of a I 1 判決が，当事者にその被った現実の
judgment may be refused if, and to the I損失又は害悪を補償するものではない損
extent that, the judgment awards da-I害賠償（見せしめとしての又は懲罰とし
mages, includi噌 exempl町 orpunitive Iての損害賠償を含む。）を与えるものであ
dam唱es,that do not compensate a p訂tyIる場合には，その限りにおいて，その判
for actu叫lossor harm suffered. ｜決の承認又は執行を拒否することができ

る。

2. The court addressed shall匂keI 2 承認又は執行を求められている裁判
into account whether and to what位 tentI所は，判決を下した裁判所が与えた損害
the damages awarded by the court of I賠償が訴訟手続に関する費用及ひ支出の
origin serve to cover co尚 ande却 ensesI補償を含むものとして機能しているか否
relating to the proceedi碍s. ｜か，及ぴそのように機能している場合に

はその程度を考慮しなければならない。

Article 12 Judicial se雌•men抱 ｜第12条：裁判上の和解

｛甘加担ctionsjudiciaires) 

Judicial settlements (transactions judici・｜ 専属的管轄合意により選択された締約

Bires) which a court of a Co附 actingI国の裁判所が認めたか，又はその裁判所
State designated in an exclusive choice ｜における訴訟手続の中で締結された裁判

of court agreement has approved, or I上の和解であって，もとの国において判
which have been concluded before that I決と同様の方法で執行できるものは，こ
court in the course of proceedi噌s,and Iの条約に従い，判決と同様に執行される
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which are enforceable h 出e same Iものとする。
m釘merぉ ajudgment in the State of 

origin, shall be enforced under出is

Convention in the same manner as a 

judgment. 

Article 13 Documents to be produced I第13条：提出文書
1. The p訂tyseeking recognition or I 1 承認又は執行を求める当事者は，次
app刷噌forenforcement shall produce ・｜の文書を提出しなければならない。

a) a complete and certified copy of I a ) 判決の完全かつ証明された謄本
the judgment; 

b) 出e exclusive choice of court I b ) 専属的管轄合意，その証明され
agreement, a certified copy thereof, or Iた写し又はその存在を示すその他の証拠
other evidence of its existence; 

c) ぜ thejudgment wぉ givenby I c) 判決が被告欠席のままされた場
default, the original or a certified copy of ｜合には，訴訟を開始する文書又はこれに

a document establishing that the docu-I類する文書が欠席した当事者に通知され
ment which加stitutedthe proceedings Iたことを証する文書の原本又はその証明
or an equivalent document was notified Iされた謄本
to廿ledefault加gp釘ty;

d) any documents necessary to estab-I d ) 判決固において判決が効力を有
lish that the judgment has effect or, Iしていること，又は執行力を有する場合
where applicable, is enforceable in the ｜にはそのことを証するのに必要な何らか

State of origin; ｜の文書

e) in the case refeηed to泊 ArticleI e) 第12条に定める場合には，裁判
12, ace凶出cateof a court of the State of I上の和解又はその一部がもとの固におい
origin that the judicial settlement or a Iて判決と同様の方法で執行できる旨のも
part of it is enforceable in the same Iとの国の裁判所の証明書
mannerぉ ajudgment in the State of 

origin. 

2. If the terms of山 judgmentdo I 2 承認又は執行を求められた裁判所が
not permit the court ad合essedto四時｜判決内容から本章の要件が満たされてい

whether the conditions of this Chapter ｜るかを審査することができない場合は，

have been complied悦th,that court may Iその裁判所は，必要な文書の提出を求め
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req凶 eany necess町 documents. ｜ることができる。

3. An application for recognition or I 3 承認又は執行を求める申立てには，
enforcement may be accompanied by a Iヘーグ国際私法会議が推薦しかっ公表す
document, issued by a court (inclu曲igIるフォームによる文書であって，もとの
an officer of the court) of the State of I国の裁判所（裁判所の職員を含む。）が
origin, m出eform recommended and ｜発行するものを添付することができる。

published by the H唱ueConference on 

Private InteロtationalLaw. 

4. If the documents refe汀・edtoinl4 本条に定める文書が承認又は執行を

this Article訂enot凪 m official l釘沼田.geI求められる国の公用語で作成されていな
of the requested State, they shall be Iい場合には，その国の法が別段の定めを
accomp副 edby a certified佐町凶onIしていない限り，その公用語の一つへの
into an official lan.gua.ge, unless the law ｜証明された翻訳を添付しなければならな

of the requested State provides other-Iい。

wise. 

Article 14 Procedure 第14条：手続

The procedure for recognition, decla-I 判決の承認，執行の宣言又は執行のた
ration of enforceability or陀gistrationfor Iめの登録の手続及ぴ判決の執行は，この
enforcement, and the enforcement of the ｜条約に別段の定めがない限り，承認又は

judgment, are governed by the law of the I執行を求められた国の法律によって規律
requested State m血ssthis Convention ｜される。承認又は執行を求められた裁判

provides otherwise.古lecourt addressed ｜所は，迅速に手続を進めなければならな

shall act e却 editiously. Iい。

Article 15 Severability ｜第15条：可分性

Recogr由ionor enforcement of a seve-I 判決の分割可能な部分の承認又は執行
rable part of a judgment shall be 抑 ltedIが申し立てられた場合，又はこの条約に
where recogr雌 onor enforcement of ｜従い判決のその部分だけが承認又は執行

that part is applied for, or only part of ｜できるものである場合には，その部分の

the judgment is capable of being recog-I承認又は執行を認めなければならないo
nised or enforced under this Convention. 
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CHAPTER '1!1-GENERAL CLAUSES ｜第U章一般条項

Article 16 Transitional provisions ｜第16条：経過規定

1. This Convention shall apply to I 1 この条約は，選択された裁判所の所
exclusive choice of cou此 agreements｜属国についてその効力が生じた時より後

concluded after its entry加toforce for ｜に締結された専属的管轄合意に適用され

the State of the chosen court. Iる。

2. This Convention shall not apply to I 2 この条約は，受訴裁判所所属国につ
proceedings instituted before its entry Iいてその効力が生ずるより前に提起され
into force for the State of the court ｜た訴訟手続には適用されない。

seised. 

Article 17 Contracts of insurance and ｜第17条：保険及び再保険契約

reinsurance I 

1. Proceedings under a contract of I 1 保険又は再保険契約に基づく訴訟手
insurance or reinsurance are not ex・｜続は，その保険又は再保険契約がこの条

eluded仕omthe scope of this Convention I約が適用されない事項に関係していると
on the ground that the contract of Iの理由によってこの条約の適用範囲から
ins山富lceor reinsurance relates to a I除外されることはない。
matter to which this Convention does 

not apply. 

2. Reco伊itionand enforcement of a I 2 保険又は再保険契約の条項に基づく
judgment in respect of liab血tyunder the I責任に関する判決の承認及び執行は，そ
terms of a contract of泊suranceor Iの契約に基づく責任が，次のものに関す
reinsurance may not be 出凶ted 町｜る保険契約者又は再保険契約者への損害

refused on the ground that the liability I填補責任を含むとの理由によって，制限
under出atcontract includes liab出tyto Iされることも拒否されることもない。
indemnify the insured or reinsured in 

respect of -

a) a matter to which this Convention 

does not apply; or 

b) an award of damages to which 

Article 11 m単ltapply. 

a) この条約が適用されない事項，

又は，

b) 第11条が適用される可能性のあ

る損害賠償の支払命令
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Arlia俗 18 No legalisation 第18条：認証の禁止

All documents forwarded or delivered I この条約において提出され，又は交付

under this Convention sha且beexempt Iされるいかなる文書も，認証又は類似の
from legalisation or any analogous foト｜形式（アポステイルを含む。）を免除さ

mality, including an Apostille. ｜れる。

Article 19 o，即』arati必1nslimiti加g ｜第19条：設判管轄権を制限する宣言

jurisdiction 

A State may declare that its courts may I いずれの国も，選択された裁判所が所
refuse to determine disputes to which阻｜在するという点を除き，自国と当事者又

exclusive choice of court唱reementIは紛争との問に関連性がない場合には，
appli目立， exceptfor the location of出el専属的管轄合意が適用される紛争につい

chosen court，位tereis no connection Iての裁判を拒否することができる旨の宣
between that State and the parties or the I言をすることができる。
dispute. 

Ar也、＇le20 D即 iarationslimiting 
n託:ognitionand 

enforcement 

第20条：；承認及び執行を制限する宣言

A State may declare that its courts may I いずれの国も，すべての当事者が承認
refuse to recognise or enforce a judg-I又は執行を求められた固に居住しており，
ment given by a court of ano血erI選択された裁判所が所在するという点を
Contracting Stateぜ thep紅tieswere I除き，当事者の関係その他のすべての紛
resident in the requested State, and the I争に関係する要素が承認又は執行を求め
relationship of血ep釘tiesand all other ｜られた国のみに関連している場合には，

elements relevant to the dispute, o出erI他の締約国の裁判所が下した判決の承認
than恥 locationof位techosen court, I又は執行を拒否することができる旨の宣
were connected only with the requested ｜言をすることができる。

St冶.te.

Article 21 Declarations with respect ｜第21条：特定の事項に関する宣言

to specific matters 

1. Where a State h飴 a strong I 1 いずれの国も，この条約を特定の事
interest in not applying this Convention ｜項に対して適用しないことに強い利益を
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to a specific matter.，出atState may I有している場合には，その事項に対して
declare that抗訓H not apply the ｜この条約を適用しない旨の宣言をするこ

Convention to that matter. The State ｜とができる。この宣言をする国は，その

m出時 sucha declaration shall ensure I宣言が必要以上に広範に及ぶことがなく，
that the declaration is no broader than Iかつ，除外されるその事項が明確かっ詳
necessary叩 d出atthe specific matter ｜細に定義されることを確保しなければな

excluded is cle釘Iyand precisely defined. Iらない。
2. Wi仕lreg釘dto that matter, the I 2 前項により除外した事項に関しては，
Convention shall not apply ・ ｜この条約は－

a) in the Contracting State that I a ) その宣言をした締約国において
made the declaration; ｜適用されず，

b) in other Contrac位igStates, where I b ) その他の締約固においては，専
an exclusive choice of court昭reementI属的管轄合意がその宣言をした国の裁判
designates the courts, or one or mo陀｜所又はその国の1つ若しくは複数の特定

specific courts, of the State that made ｜の裁判所を選択している場合には，適用

the declaration. ｜されない。

Article 22 Rec，伊1rocaldeclara陶ins ｜第22条：非専属管轄合意に関する相互

on non-exclusive choice ｜的な宣言

ofcourtagn裕ments 

1. A Contract凪gState may declare I 1 締約国は，複数の当事者が締結した
位latits courts will reco伊出andenforce ｜第3条（c）の要件を具備する管轄合意

judgments given by courts of other Iにより，特定の法律関係に関係して生じ
Contracting States designated in a Iた又は生じるであろう紛争を解決するた
choice of court agreement concluded by ｜めに， 1つ又は複数の締約国のlつ又は

two or more parties出atmeets the I複数の裁判所が選択されている場合にお
req凶・ementsof A此icle3, p釘唱raphc), Iいて（非専属的管轄合意の場合），それら
and designates, for the purpose of Iの裁判所が下した判決を自国の裁判所は
deciding disputes which have arisen or I承認及び執行する旨の宣言をすることが
may arise in connection with a partic曲 rlできる。

le由Irelationship, a court or courts of 

one or more Contracting States (a non-

exclusive choice of court agreement). 

2. Where recogniti 1 or enfor ment I 2 そのような宣言をした締約国におい
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of a judgment given in a Contrac肱igIて下された判決の承認又は執行が，同様
State that has made such a declaration is Iの宣言をした他の締約国において求めら
sought in another Contract同 Statethat Iれる場合には，その判決は，次の要件を
has made such a declara:由民自elすべて具備するときには承認及び執行さ

judgment shall be recognised and Iれなければならない。
enforced under位lisConvention, if” 

a) the court of origin was倒壊1蹴 dI a) 判決を下した裁判所が非専属的
in a non-exclusive choice of court I管轄合意により選択されていたこと，
agreement; I 

b) there exists neither a judgment I b) その非専属的管轄合意に従って
given by any other court before which ｜提起された他の裁判所が下した判決が存

proceedings could be brought in accor-I在せず，そのような他の裁判所において
dance with the non-exclusive choice of I同ーの当事者聞の同ーの訴訟原因に基づ
court 唱reement, nor a proceeding ｜く訴訟手続が係属していないこと，かつ，

pending between吐lesame parties in阻 y

other such court on the same cause of 

action; and 

c) 位lecourt of origin was出eco凶｜ c) 判決を下した裁判所において先

first seised. ｜に訴訟が提起されたこと。

Article 23 Unm ,,,,, interpretation ｜第23条：解釈の統一

In the interpretation of this Conv，凹tion,I この条約の解釈に当たっては，その国
regぽdshall be had to its international ｜際的な性質及びその適用における統一性

character and to the need to promote Iの促進の必要性に配慮するものとする。
官lifon凶tyin its application. 

Article 24 Review of operation of的el第24条：この条約の運用に関する評価

Convention 

百leSecretary General of the Hague I ヘーグ国際私法会議事務局長は，定期
Conference on Private Int疋rnationalLaw ｜的に次のことについて措置しなければな

shall at reg凶arintervals make arrange-Iらない。
ments for ・

a) review of the operation of出isI a) この条約の運用（宣言を含む。）
Convention，註lcludingany declarations; Iの評価，及び，
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and 

b) consideration of whether any I b) この条約の改正が望ましいか否
amendments to this Convention are Iかの検討

desirable. 

Article 25 Non-unified legal system l第25条：不統一法国
1. In relation to a Contracting State I 1 この条約の扱う事項に関して地方に
in which two or more systems of law ｜より異なる複数の法制度が存在する締約

apply in different territorial units with ｜国に関しては，

regard to any matter dealt with in this 

Convention -

a) any reference to the law or I a ) ある国の法律又は手続とは，適
procedure of a State shall b巴construed｜宣，関係する地方において施行されてい

お referring,where appropriate, to the Iる法及び手続を指すものとする。

law or procedure in force in the relevant 

territorial unit; 

b) any reference to residence in a I b) ある固に居住しているとは，適
State shall be construed as refer均1g,I宜，関係する地方に居住していることを
where appropriate, to residence in the I指すものとする。
relevant territorial unit; 

c) any reference to the court or I c ) ある国の裁判所とは，適宜，関係
courts of a State shall be construed as Iする地方における裁判所を指すものとす

referring, where appropriate, to the ｜る。

court or cou口s加therelevant territorial 

山首t;

d) any reference to a connection I d ) ある国との関係とは，適宜，関係
with a State shall be construed as Iする地方との関係を指すものとする。

referring, where appropriate, to a con-

nection with the relevant territorial unit. 

2. Notwithstanding the preceding pa-I 2 前項の規定にかかわらず，異なる法
ragraph, a Contracting State with two or I制度が施行されている複数の地方を有す

more territorial四世tsin which different lる締約国は，その異なる地方のみが関係
systems of law apply shall not be bound ｜する場合にこの条約を適用する義務を負

to apply this Convention to situations Iうものではない。
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which involve solely such different 

territorial units. 

3. A court in a territorial unit of a I 3 異なる法制度が施行されている複数
Contracting State with two or more Iの地方を有する締約国における地方の裁
territorial units in which different sys-I判所は，この条約に従って同じ締約国の
terns of law apply shall not be bound to I他の地方において他の締約国の判決が承
recognise or enforce a judgment from ｜認又は執行されたとの理由のみによって，

another Contrac山igState solely because ｜その判決を承認又は執行する義務を負う

the judgment has been recognised or Iものではない。
enforced in another territorial山首tof the 

same Contracting State under this Con-

vention. 

4. This Article shall not apply to a I 4 本条は，地域経済統合組織には適用
Regional Economic Integration Organi-Iされない。

sation. 

Article 26 Relationship with o；めer 第26条：他の国際文書との関係

international instruments 

1. This Convention shall be int巴r・Ii この条約は，締約国［以下，本条に
preted so farぉ possibleto be compatible ｜おいてはこの条約の締約国を指す。］にお

with other treaties in force for Contrac-Iいて効力を有する他の条約（その締結が

ting States, whether concluded before or Iこの条約の前であるか後であるかを問わ
after this Convention. ない。）と，可能な限り両立するように解

釈しなければならない。

2. This Convention shall not affect I 2 この条約は，他の条約の当事国では
the application by a Contracting State of Iないこの条約の締約国にいずれの当事者
a treaty, whether concluded before or Iも居住していない場合であっても，締約
after this Convention, in cases where ｜国において効力を有する他の条約（その

none of the parties is resident in a I締結がこの条約の前であるか後であるか
Contracting State that is not a Party to Iを問わない。）の適用に影響を与えるもの
the treaty. ｜ではない。

3. This Convention shall not affect I 3 この条約は，この条約を適用するこ
the application by a Contracting State of Iとが，ある締約国が非締約国に対して
a treaty that was concluded before this ｜負っている義務と相容れない場合には，
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Convention entered into force for that Iその締約国による他の条約（この条約が
Contracting State, if applying this Con-Iその締約国について発効する前に締結さ
vention would be inconsistent with the Iれたもの。）の適用に影響を与えるもので
obligations of that Contracting State to Iはない。本項は，この条約がある締約国
any non-Contracting State. This para-Iについて発効する前に締結され，その締
graph shall also apply to treaties that I約固において効力を有する他の条約を改
revise or replace a treaty concluded l正し又は置き替える条約にも適用される。

before this Convention entered into Iただし，その改正又は置き換えがこの条

force for that Contract加gState, except I約と新たな矛盾を生じる限度においてこ
to the extent that the revision or Iの限りではない。

replacement creates new inconsistencies 

with this Convention. 

4. This Convention shall not affect I 4 この条約は，締約固において効力を
the application by a Contracting State of I有する他の条約（その締結がこの条約の
a treatぁ whetherconcluded before or I前であるか後であるかを問わない。）の当
a氏erthis Convention, for the purposes of I事国でもある締約国の裁判所が下した判
obt出血lgrecognition or巴nforcementof I決を承認又は執行する場合には，当該他
a judgment given by a cou此 ofa Iの条約の適用に影響を与えるものではな
Contracting State that is also a Party to Iい。もっとも，この条約による場合に比
that treaty. However, the judgment shall ｜べて，判決の承認又は執行をより制限す

not be recog凶sedor enforced to a lesser ｜ることになってはならない。

extent than under this Convention. 

5. This Convention shall not affect I 5 この条約は，たとえ関係するすべて
the application by a Contracting State of Iの国がこの条約の締約国であり，たとえ
a treaty which, in relation to a spec泊clその締結がこの条約の後であるとしても，

matter, governs jurisdiction or the recog-I特定の事項に関して，裁判管轄権又は判

nition or enforcement of judgments, I決の承認若しくは執行を規律する他の条
even江concludedafter仕出 Convention｜約を締約国において適用することに影響

and even江副lStates concerned are Iを与えるものではない。本項は，締約国
Parties to this Convention. This para-Iが本項に定める他の条約に関する宣言を
graph shall apply only if the Contracting ｜している場合にのみ適用される。その宣

State has made a declaration in respect I言がされた場合において，専属的管轄合
of the treaty under this p訂agraph.In the I意がその宣言をした締約国の裁判所又は
case of such a declaration, other Contrac-Iその国の1つ若しくは複数の特定の裁判
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ting States shall not be obliged to apply ｜所を選択しているときには，他の締約国

由民Conventionto that spec温cmatter to Iは，何らかの不一致がある限度において，
the extent of any inconsistency, where ｜その特定の事項に関しては，この条約を

an exclusive choice of court agreement ｜適用する義務を負わない。

designates the courts, or on巴 ormore 

spec出ccourts, of the Contracting State 

that made the declaration. 

6. This Convention shall not affect I 6 この条約は，次の場合には，この条
the application of the rulesぱ aRegional ｜約の締約国である地域経済統合組織の規

Economic Integration Organisation that I則（その締結がこの条約の前であるか後
is a Pa託yto this Convention, whether ｜であるかを問わない。）の適用に影響を与

adopted before or after this Convention -Iえるものではない。
a) where none of the parties is I a ) いずれの当事者もその地域経済
resident in a Contracting State that is I統合組織の構成国ではない締約国に居住
not a Member State of the Regional Iしていない場合であって，
Economic Integration Organisation; 

b) as concerns the recognition or I b ) その地域経済統合組織の構成国
enforcement of judgments as between ｜の間における判決の承認又は執行に関係

Member States of the Regional Economic ｜するとき。

Integration Organisation. 

CHAPTER V・FINALCLAUSES ｜第V章最終条項

Article 27 Signature, ratification, ｜第27条：署名，批准，受諾，承認又は

acceptance, approval or ｜加入

accession 

l. This Convention is open for I 1 この条約は，すべての国による署名
s泡natureby all States. ｜のために開放しておくものとする。

2. This Convention is subject to I 2 この条約は，署名固により批准され，
ratification, acceptance or approval by I受諾され又は承認されなければならない。
the signatory States. 

3. ’This Convention is open for 

accession by all States. 

4. Instruments of ratification, accep-

3 この条約は，すべての国による加入

のために開放しておくものとする。

4 批後書，受諾書，承認書又は加入書
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tance, approval or accession shall be ｜は，この条約の受託者であるオランダ王

deposited with the Ministry of Fore頓lI国外務省に寄託しなければならない。
Affairs of the Kingdom of the Nether-

l加 ds,depositary of the Convention. 

Artie.』e28 Dec，俗rations附・threspect ｜第28条：不統一法国に関する宣言

to non-unified』ega/

systems 

1. If a State has two or more I 1 この条約の扱う事項に関して異なる
territorial units in which different sys-J法制度が施行されている複数の地方が存

terns of law apply in relation to matters ｜在する国は，署名，批准，受諾，承認又

dealt with in this Convention, it may at Iは加入の時に，この条約をそのすべての
the time of signature, ratification, accep-J地方に及ぼすか，又はその地方の一部に

tance, approval or accession declare that Jのみ及ぼすかを宣言することができる。

the Convention shall extend to all its Iこの宣言は，他の宣言を提出することに
te凶torialunits or only to one or more of Iよって，いつでも修正することができる。l
them and may modify this declaration by 

sub mitt加ganother declaration at any 

time. 

2. A declaration shall be notified to I 2 宣言は，受託者に対して通告されな
the depositary and shall state expressly Iければならず，かつ，この条約が適用さ
the territorial units to which the Conven-Iれる地方を明示してなされなければなら

tion applies. ｜ない。

3. If a State makes no declaration I 3 もしある国がこの条に従って宣言を
under this Article, the Convention shall Iしなかった場合には，この条約はその国
extend to all t巴凶torialunits of that State. Iのすべての地方に及ぶものとする。

4. This Article shall not apply to a I 4 本条は，地域経済統合組織には適用
Regional Economic Int巴grationOrganisa-Iされない。

tion. 

Article 29 Regional Economic 

Integration Organisations 

第29条：地域経済統合組織

1. A Regional Economic Integration I 1 主権国家のみによって創設され，か
Organisation which is constituted solely ｜つ，この条約が定めるいくつかの又はす
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by sovereign States and has competence Iべての事項につき権限を有する地域経済
over some or all of the matters governed I統合組織は，この条約について同様に箸
by this Convention may s加tilarlys惜し｜名，受諾，承認又は加入をすることがで

accept, approve or accede to this ｜きるものとする。その場合，地域経済統

Convention. The Regional Economic ｜合組織は，その組織がこの条約が定める

Integration Org副 sationshall in伽 tl事項につき権限を有する限りにおいて，
case have the rights and obligations of a I締約固としての権利及び義務を有する。
Contracting State, to the extent that the 

Organisation has competence over ma-

tters governed by this Convention. 

2. The Regional Economic Integ-I 2 地域経済統合組織は，署名，受諾，
ration Org釘lisationshall, at位le出neof I；承認又は加入の時において，受託者に対
signature, acceptance, approval or ac・｜し，この条約が定める事項であって，構

cession, notiおrthe depositary in writing I成国がその組織に権限を委譲したものを
of the matters governed by this Conven-I書面により通知しなければならない。そ
tion in respect of which competence has Iの組織は，本項に基づいてされた最新の
been transferred to that Organisation by I通知に明示された権限についての変更を
its Member States. The O昭則sationI書面により速やかに受託者に通知するも
shall promptly not均rthe depositary in Iのとする。

wri仙沼of回ychanges to its competence 

as spec血edin the most recent notice 

given under this paragraph. 

3. For the purposes of the entry into I 3 この条約の発効要件の適用上，地域
force of this Convention, any instrument ｜経済統合組織により寄託される文書は，

deposited by a Regional Econo回cInteg-jその構成国により寄託された文書に追加

ration Organisation shall not be counted Iされるものとして数を数えてはならないo
unless the Regional Economic Integration ｜ただし，その地域経済統合組織が第30条

Organisation declares in accordance with Iに従って構成国はこの条約の締約国にな
Article 30 that its Member States will not ｜らない旨の宣言をした場合はこの限りで

be Parties to this Convention. ｜はない。

4. Any reference to a“Contrac也igI 4 この条約において「締約国j又は「国J
State”or“State”in this Convention shall Iという語は，適切な場合には，この条約
apply equally, where approp由te,to a Iを締結した地域経済統合組織に等しく適
Regional Economic Integration Organi-I用される。
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sation that is a Party to it. 

Article 30 Accession by a Regional ｜第30条：：地域経済統合組織による構成

Economic lntegra陶n ｜園を伴わない加入

Organisation without its 

Member States 

1. At the time of signature, accep-I 1 署名，受諾，承認又は加入の時に，
t阻 ce,approval or accession, a Regional I地域経済統合組織は，それ自体がこの条
Economic Integration Organisation may I約で規律されているすべての事項につい
declare that託 exercisescompet四 ceIて権限を行使し，その構成国はこの条約
over all the matters governed by this ｜の締約国にはならないものの，その組織

Convention and that its Member States ｜による署名，受諾，承認又は加入により，

W辿notbe Parties to出isConvention but ｜この条約に拘束される旨の宣言をするこ

shall be bound by吋比四ofthe signature, Iとができる。
acceptance, approval or accession of the 

Organisation. 

2. In the event that a declaration is I 2 前項に従って地域経済統合組織によ
made by a Regional Economic Integration Iる宣言がされた場合には，この条約にお
Organisation in accordance with para-Iいて「締約国」又は「国Jという語は，
graph 1, any reference to a “Contracting I適切な場合には，地域経済統合組織の構
State" or “State”in出isConvention shall ｜成因に等しく適用される。

apply equally, where appropriate, to the 

Member States of位1eOrganisation. 

Article 31 Entry加toforce 第31条：発効

1. 切出 Conventionshall enter into I 1 この条約は，第27条に定める批准書，

force on the first day of the month ｜受諾書，承認書又は加入書のうち2番目

folio叫ng血eexpiration of three months ｜のものが寄託された後3箇月の期聞が満

after出edeposit of the second instru-I了する月の翌月の初日に効力を生ずる。
ment of ratification, acceptance, approval 

or accession referred to加Article27. 

2. Thereafter this Convention shall I 2 その後，この条約は，以下に掲げる
enter ir印 force- ｜日に効力を生ずる。

a) for each State or Regional Econo-I a ) 後にこの条約を批准し，受諾し，
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mic Integration Orga凶sationsubsequen-I承認し，又は加入する国又は地域経済統
御 rat町担g,accepting, appro由ig or I合組織については，その批准書，受諾害，
acceding to託， on位le飴冒tday of the I承認書又は加入書の寄託の後3箇月の期
month folio叫ngthe exp回目onof three ｜聞が満了する月の翌月の初日

months after the deposit of its instrument 

of ratification, acceptance, approval or 

accession; 

b) for a territorial UI由 towhich出isI b) 第28条第1項によりこの条約が
Convention has been extended加 ac-1及ぼされた地方については，その条項に

cordance wi出 Article28, par噌raph1, I定める宣言の通知の後3箇月の期聞が満
on the first day of出emon血 folio叫ngI了する月の翌月の初日
出eexpiration of three mon出safter the 

notification of the declaration referred to 

in that Article. 

Article 32 Declarations ｜第32条：宣言

1. Declara位.onsreferred to in Articles I 1 第四条，第20条，第21条，第22
19, 20, 21, 22 and 26 may be made upon I条及び第26条に定める宣言は，署名，批
signature, ratification, acceptance, ap・｜准，受諾，承認若しくは加入の時又はそ

proval or accession or at any也neIの後いつでもすることができ，いつでも
thereafter, and may be modified or I修正又は撤回をすることができる。
withdrawn at any time. 

2. Declarations, modifications and I 2 宣言，修正及び撤回は受託者に通知
withdrawals shall be notified to the Iされなければならない。
depositary. I 

3. A dee加ヨ.tionmade at the time of I 3 署名，批准，受諾，承認又は加入の
signature, ratification, acceptance, ap-Iいずれの時にされた宣言も，関係する締
proval or accession shall take effect ｜約国についてこの条約が効力を生じるの

sin叫同町O国防withthe entry into force ｜と同時に効力を生ずるものとする。

of this Convention for the State con-

cemed. 

4. A declaration made at a subsequent I 4 その後にされた宣言並びに宣言の修
time, and any modification or叫出drawalI正及び撤回は，受託者がその通知を受領
of a declaration, shall take effect on the Iした日の後3箇月の期間が満了する月の
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fir宮tday of the month following the I翌月の初日に効力を生ずるものとする。
expiration of three months after the date 

on which the notification is received by 

the depositary. 

5. A declaration under Articles 19, I 5 第四条，第20条，第21条及び第
20, 21 and 26 shall not apply to exclusive I 26条に定める宣言は，それが効力を生ず
choice of court agreements concluded ｜るよりも前に締結された専属的管轄合意

before it takes effect. には適用されない。

Article 33 Denunciation 第33条：廃棄

1. This Convention may be deno-I 1 締約国は，受託者に書面による通知
unced by notification in writ加gto the ｜をすることにより，この条約を廃棄する

depositary. The denunciation may be Iことができる。廃棄は，この条約が適用
出国民dto ce此ainterritorial m由sof a Iされる不統一法国のうち特定の地方に限
non-unified legal system to which出sl定して行うことができる。

Convention applies. 

2. The denunciation shall take effect I 2 廃棄は，受託者がその通知を受領し
on the first day of the month following Iた日の後12箇月の期聞が満了する月の
the expiration of twelve months after the ｜翌月の初日に効力を生ずる。通知が廃棄

date on which the notification is received ｜の効力発生時期につきこれより長い期間

by the depositary. Where a lo噌erperiod Iを定めている場合は，受託者が通知を受
for the denunciation to take effect is I領した日の後その長い期間が満了するこ
specified in the notification, the de-Iとにより効力を生ずる。
nunciation shall take effect upon the 

expiration of such longer period after the 

date on which位lenotification is received 

by the depositary. 

Artie』e34 Notifications by the 第34条：受託者による通知

depositary 

官ledeposit町 shallnotify the Members I 受託者は，へーグ国際私法会議の構成
of出eHague Conference on Private ｜国並びに第27条，第29条及び第30条

International Law, and other States and ｜により著名，批准，受諾，承認又は加入

Regional Economic Integration Organisa-Iした他の国及び地域経済統合組織に対し，
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tions which have signed, ratified, accep-I次の事項を通知する。
ted, approved or acceded in accordance 

with Articles 27, 29 and 30 of the 

following-

a) thes泡natures,ra岨cations,accep-I a ) 第27条，第29条及び第30条に
tances, approvals and accessions referred ｜定める署名，批准，受諾，承認及び加入

to恒Articles27, 29 and 30; 

b) the date on which出isConvention I b ) この条約が第31条により効力を

enters into force in accordance with I生ずる日

Article 31; I 

c) the notifications, declarations, I c ）第四条，第20条，第21条，第
modifications and withdrawals of de・I22条，第26条，第28条，第29条及び
clarations referred to in Articles 19, 20, I第30条に定める通知，宣言並びに宣言の
21, 22, 26, 28, 29 and 30; ｜修正及び撤回

d) the denunciations refeηedtoinl d) 第33条に定める廃棄

Article 33. 

In witness whereof the undersigned, I以上の証拠として，下名は，正当に委任
being duly au出orised thereto, have ｜を受けてこの条約に署名した。

signed出sConvention. 

Done at古teH昭ue,on 30 June 2005, in I 2005年6月30日にヘーグにおいて，と
the English and French加iguages,both Iもに等しく正文である英語及びフランス
texts being equally authentic, in a single ｜語により本書I通を作成した。本書は，

copy which shall be deposited加 theIオランダ王国政府に寄託するものとし，
archives of the Government of the Iその認証謄本は，外交上の経路を通じて，
阻ngdomof the Netherlands, and of I第20回会期の日におけるヘーグ国際私
which a ce氏自edcopy sha且besent, I法会議の構成国及び同会期に参加した国
thro唱hdiplomatic channels, to each of Iに送付する。
the Member States of the Hague Confe-

rence on Private International Law as of 

the date of itsτ、ventiethSession and to 
each Stat泡 whichparticipated in that 

Session. 
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RECOMMENDED FORM ｜管轄合意に関する条約（以下，条約とい

UNDER THE CONVENTION ｜う。）のもとで推薦されるフォーム

ON CHOICE OF COURT 

AGREEMENTS 

（“THE CONVENTION”） 

1. (THE COURT OF ORIG町）

ADDRESS 

TEL. 

FAX 

E-MAIL 

2. CASE I DOCKET NUMBER 

3. (PLAINTIFF) 

v. 

(DEFENDANT) 

1 判決を下した裁判所

住所

電話番号

FAX番号

E-MAIL 

2 事件／事件番号

3 （原告）

対

（被告）

4. (THE COURT OF ORIGIN) gave a I 4 （判決を下した裁判所）は，（国，市）
judgment in the above-captioned matter ｜において，（日付）に上記の事項について

on (DATE）加（CITY,STATE). ｜判決を下した。

5. This court was designated in an ex-I 5 この裁判所は，条約第3条が規定す
elusive choice of court agreement w刷 nlる専属的管轄合意により選択された。
the meaning of Article 3 of the Converト

ti on: 

YES 口 NO 口

UNABLE TO CONFIRM ロ

はい口 いいえ口

確認することができない口

6. If yes, the exclusive choice of court I 6 「はい」の場合，その専属的管轄合意
agreement W田 concludedor documented ｜は，次の方法により締結され，又は記録
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in the following manner: ｜された。

7. This court awarded the followi噌 pay-I 7 この裁判所は，次のとおり金銭の支
ment of money (please indicate, w加reI払を命じた（損害賠償の範噂がある場合
α'.PPL伽 ble,any relevant catego市 Soflには，それを示すこと。）。

dαm勾esincl'凶 ed):

8.切首scourt awarded interest as follows I 8 この裁判所は，次のとおり利息の支
(ple仰申eゆ therate (s) of interest, I払を命じた（利率，利息が発生する判決
the port必η（s）ザtheαwa叫 towhich I額の部分，利息の起算日及びその他利息
伽terestα:pplies,the date 介。mwhichlに関する情報で承認、及び執行を求められ

伽館開stis computed,α叫 αnyjurtherIた裁判所の助けとなるものを示すこと。）。｜
例fon叩陶η reg，α7出旬伽terestt加t

would assist the court addressed): 

9. This court included within the judg-I 9 この裁判所は，判決中に次のとおり
ment the folio叫ngcosts and expenses I訴訟手続に係る費用を含めた（その金額
児la出ig to the proceedings (please I （金銭の支払命令の中に訴訟手続に係る
spec拘 the amounts of any such I費用をまかなうことを意図した額があれ
awa・叫s,includ加。， whereα:ppl・おαbte,Iばそれを含む。）を示すこと。）。
仰 .yamount (s）凶th伽 α問問tαry

αward伽tendedto cover cosお αηd

expenses開tαtingtot.加 proceedings): 

10.恒liscourt awarded蜘 follo叫唱non-I 10 この裁判所は，次のとおり非金銭的
monetary relief (pte，αse describe the Iな救済を命じた（その救済の性質を示す
間脳内ofsuch開 liejウ： こと。）。

11. This judgment is enforceable in出.eI 11 この判決は，判決国において執行可
State of origin: ｜能である。

YES 口 NO ロ
UNABLE TO CONFil糊口

はい口 いいえ口

確認することができない口

12.百lisjudgment (or a part位lereof）民 112 この判決（又はその一部）は，現在，
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currently the subject of review in the I判決固において上訴の対象となっているα
State of origin: 

YES 口 NO ロ
UNABLE TO CONFIRM ロ

はい口 いいえ口

確認することができないロ

If "yes" please spe叫fythe natureα叫｜「はいJの場合，その性質及び状況につい
st，αtus of such rev勿ω： て示すこと。

13. Any other relevant information: 13 その他関係する情報

14. Attached to this form釘ethe docu-I 14 このフォームに添付している文書は，
men匂 markedin the folio叫nglist (if I次のリストの中で印を付けた文書である
α叩 ilable): ｜（利用できれば）。

* a complete and certified copy of the I ＊判決の完全かつ証明された謄本
judgment; 

* the exclusive choice of court agree-I ＊専属的管轄合意，その証明された写し
ment, ace抗出edcopy thereof, or other I又はその存在を示すその他の証拠
e吋denceof its existence; 

＊立thejudgment was given by default, I ＊判決が被告欠席のまま下された場合に
the o喝inalor a certified copy of a Iは，訴訟を開始する文書又はこれに類す
document e嗣 blishi唱 thatthe document Iる文書が欠席した当事者に通知されたこ
which instituted the proceedings or an Iとを証する文書の原本又はその証明され
eq凶叫entdocument was notified to the Iた謄本
defaulting party; 

* any documents necessary to es句blishI ＊判決固において，判決が効力を有して
that the judgment has effect or, where ｜いること，又は執行力を有する場合には

applicable, is enforceable in the Stat巴orIそのことを証するのに必要な何らかの文
o均加； ｜書

(list ifα：pplicable): ｜（リストが当てはまれば）

＊凪thecase refeηed to in Article 12 of I ＊条約第四条に定める場合には，裁判上
the Convention, a certificate of a court of Iの和解又はその一部がもとの固において
the State of origin that the judicial ｜判決と同様の方法で執行できる旨のもと

settlement or a part of it is enforceable ｜の国の裁判所の証明書
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in the same m釘meras a judgment in the 

State of origin; 

* other documents: 

15. Dated this…...・H・.......・H・.dayof 

..... , 20…at ... 

＊その他の文書

15 日付 20 年月 日

16. s泡natureand I or stamp by the court I 16 裁判所の担当者による署名及び／又
or officer of the court: は接印

CONTACT PERSON: 担当者

TEL.: 電話番号

FAX: FAX番号

E-MAIL: E-MAIL 

（翻訳・道垣内正人）


